
平成２０年１２月

中部圏・近畿圏の内陸地震に関する報告

～概要版～

中央防災会議事務局

「東南海、南海地震等に関する専門調査会」

資料１
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○専門調査会報告公表（H20.12）
・ 被害想定結果を踏まえ、被害軽減を図るための対策のとりまとめ

※名古屋、京都、大阪、神戸など大都市や工業地帯への影響、文化財保護等を考慮し、これらの地域に存在する11の活
断層による地震と名古屋市直下及び阪神地域直下で発生するそれぞれＭ6.9の2地震を検討対象とする。

※過去500年以内に活動した活断層については、今後100年程度以内に地震が発生する可能性はほとんどないことから、
検討対象からは除外

２２. . 検討対象とした活断層等検討対象とした活断層等

１１. . 西日本の内陸における地震活動西日本の内陸における地震活動
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西日本の内陸で発生した地震
（1650年以降、深さ30km以浅、M6.5以上）

中部圏・近畿圏の内陸地震に関する検討の経緯等

次の東南海、南海地震の発生に向けて、中部圏・近畿圏を含む広い範囲
で地震活動が活発化する可能性が高い活動期に入ったと考えられるとの
指摘もある※。実際、過去の事例によると、西日本の内陸では、東南海、南
海地震の前後に地震活動が活発化する傾向が見られる。

・東南海・南海地震は今世紀前半にも発生する状況にあることが懸念

されているが、過去の事例によると、西日本の内陸では、東南海、南

海地震の前後に地震活動が活発化する傾向が見られる

・中部圏・近畿圏では、府県の区域を越えて市街地が広域化しており、

大規模地震が発生した場合の被害は甚大かつ広範なものとなる

中部圏・近畿圏の大都市地域においては、東南海、南海地震だけで

なく、これら地域の内陸直下で発生する大規模な地震に備えるための

対策について検討する必要性は極めて高い

○建物、人的被害等の被害想定結果公表（H19.11）
・ 揺れ、液状化、火災等による建物、人的被害及び震災廃棄物の発生等に

ついて推計結果を公表 （対象：全13地震）

○文化遺産の被災可能性公表（H20.2）
・ 震度６強以上のメッシュ又は一般の建物の焼失があるメッシュに

所在する文化遺産の抽出 （対象：花折断層帯、生駒断層帯等）

○経済、交通、ライフライン等の被害想定結果公表（H20.5）
・ 経済、交通、ライフライン、帰宅困難者、孤立集落等の被害について

推計結果を公表 （対象：上町断層帯、猿投-高浜断層帯等）

○想定震度分布等の公表（H18.12）

・ 中部圏・近畿圏の活断層等により想定される内陸地震の震度分布等に
ついて推計結果を公表

- 活断層で発生するM7.0以上の11地震

- M6.9の地震（地表で存在が認められない2地震を想定）

「東南海、南海地震等に関する専門調査会」における検討の背景

１

宝永地震
1707年 M8.6

安政東海
安政南海

1854年 M8.4
昭和東南海
1944年 M7.9

昭和南海
1946年 M8.0

東南海、南海地震
高さはMの大きさ

※大都市震災対策専門委員会、1998

地震防災対策のとりまとめ

地震動の推計

被害想定の実施

：確認されている活断層(11地震)

：どこでも起こりうる地震として設定したM6.9の2地震

①猿投-高浜断層帯（M7.6）

③加木屋断層帯（M7.4）

⑤布引山山地東縁
断層帯東部（M7.6）

⑥花折断層帯
（M7.4）

⑧京都西山断層帯
（M7.5）

⑬山崎断層帯主部
（M8.0）

⑩上町断層帯
（M7.6）

⑦奈良盆地東縁
断層帯（M7.4）

⑫中央構造線断層帯（M7.8）
（紀淡海峡-鳴戸海峡）

⑪阪神地域直下
M6.9の地震

④養老－桑名－四日市断層帯
（M7.7）

⑨生駒断層帯
（M7.5）

②名古屋市直下
M6.9の地震
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支障率 約36%
（大阪府 約67%）

被害総額 ： 約74兆円

直接被害
約61兆円（82％）

間接被害
約13兆円
（18％）

・建物 約45兆円
・家財 約5兆円
・その他 約11兆円

・被災地域内の損失 約9.8兆円
・被災地域外への波及 約3.2兆円

直接被害 ： 約61兆円

間接被害 ： 約13兆円

影響人流量：約5,300万人

・ 道路 約2,000万人 ・ 鉄道 約3,300万人

影響物流量：約3,700万㌧

交通寸断の影響額 ： 約3.4兆円

・ 人流計 約0.9兆円 ・ 物流計 約2.5兆円

２

揺れ
約56万棟（57%）

火災焼失
約39万棟（40%）

液状化
約2.2万棟（2%）

２．全壊・焼失棟数２．全壊・焼失棟数（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

約97万棟

３．死者数３．死者数（冬朝５時（冬朝５時 風速風速15m/s15m/s））

約42,000人

負傷者：約220,000人（うち重傷者：約47,000人）

揺れ
約34,000人（81%）

火災
約7,500人（18%）

４．経済被害額４．経済被害額（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））１．想定震度分布１．想定震度分布

上町（うえまち）断層帯（M7.6）の地震による被害想定結果

東経（度）

北緯(度)
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８．ライフライン被害８．ライフライン被害
（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

５．人流・物流寸断の影響５．人流・物流寸断の影響（６ヶ月復旧時）（６ヶ月復旧時）

６．エレベータ内閉じ込め６．エレベータ内閉じ込め

○住宅内（8～9時）

閉じ込め者数：約10,000人○事務所内（12時）

閉じ込め者数：約1,700人

※ エレベータの利用状況がピークの時間帯を想定
※ 復旧の遅れにより、閉じ込めが長時間に及ぶ可能性がある

７．避難者、帰宅困難者の発生７．避難者、帰宅困難者の発生
（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

帰宅困難者：約200万人

避難所生活者：約360万人

避難者：約550万人
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支障率 約19%
（大阪府 約41%）

断水人口：約750万人
断水軒数：約290万軒

停電軒数：約180万軒

機能支障人口：約390万人
（機能支障軒数：約150万軒）

不通回線数：約260万回線

電力：停電率（停電軒数÷供給軒数）

上水道：断水率（断水人口÷国勢調査人口）

通信：固定電話不通回線率（不通回線数÷回線数）

下水道：機能支障率（機能支障人口÷下水道処理人口）

・被災1日後の被害量及び復旧推移

※発災１日後

※発災１日後

急傾斜地
崩壊

約400人
（1%）

急傾斜地崩壊
約0.4万棟（0.4%）

震度７

震度６強

震度６弱

震度５強

震度５弱

震度４

震度３以下

近畿圏で
最大※の被害

※今回検討対象とした
地震の中での最大
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支障率 約38%
（愛知県 約56%）

猿投-高浜（さなげ-たかはま）断層帯（M7.6）の地震による被害想定結果

被害総額 ： 約33兆円

直接被害
約24兆円（75％）

間接被害
約8兆円
（25％）

・建物 約17兆円
・家財 約2兆円
・その他 約6兆円

・被災地域内の損失 約5.5兆円
・被災地域外への波及 約2.5兆円

直接被害 ： 約24兆円

間接被害 ： 約8兆円

影響人流量：約6,600万人

・ 道路 約1,800万人 ・ 鉄道 約4,800万人

影響物流量：約4,000万㌧

交通寸断の影響額 ： 約3.9兆円

・ 人流計 約1.1兆円 ・ 物流計 約2.8兆円

揺れ
約15万棟（51%）

火災焼失
約12万棟（41%）

急傾斜地崩壊
約0.4万棟（1%）

２．全壊・焼失棟数２．全壊・焼失棟数（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

約30万棟

３．死者数３．死者数（冬朝５時（冬朝５時 風速風速15m/s15m/s））

約11,000人

負傷者：約69,000人（うち重傷者：約14,000人）

揺れ
約9,300人（84%）

火災
約1,400人（12%）

４．経済被害額４．経済被害額（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））１．想定震度分布１．想定震度分布

東経（度）

北緯(度)
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８．ライフライン被害８．ライフライン被害
（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

５．人流・物流寸断の影響５．人流・物流寸断の影響（６ヶ月復旧時）（６ヶ月復旧時）

６．エレベータ内閉じ込め６．エレベータ内閉じ込め

○住宅内（8～9時）

閉じ込め者数：約4,600人○事務所内（12時）

閉じ込め者数：約1,000人

※ エレベータの利用状況がピークの時間帯を想定
※ 復旧の遅れにより、閉じ込めが長時間に及ぶ可能性がある

７．避難者、帰宅困難者の発生７．避難者、帰宅困難者の発生
（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

※発災１日後

※発災１日後

帰宅困難者：約96万人

避難所生活者：約160万人

避難者：約250万人
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支障率 約10%
（愛知県 約14%）

３

断水人口：約420万人
断水軒数：約150万軒

停電軒数：約97万軒

機能支障人口：約91万人
（機能支障軒数：約32万軒）

不通回線数：約130万回線

・被災1日後の被害量及び復旧推移
震度７

震度６強

震度６弱

震度５強

震度５弱

震度４

震度３以下

電力：停電率（停電軒数÷供給軒数）

上水道：断水率（断水人口÷国勢調査人口）

通信：固定電話不通回線率（不通回線数÷回線数）

下水道：機能支障率（機能支障人口÷下水道処理人口）

急傾斜地
崩壊

約400人
（3%）

液状化
約2万棟（7%）

中部圏で
最大※の被害

※今回検討対象とした
地震の中での最大



その他の特徴的な被害の想定結果

・京都を中心に、全国の国宝（建造物）の約1/4（51件）、重要文化財（建造物）の約１割（254件）が、震度６強以上のメッシュに所在。
また、全国の国宝（建造物）の約1割（20件）、重要文化財（建造物）の約5％（111件）が、一般の建物の焼失があるメッシュに所在。

１．文化遺産の被災可能性１．文化遺産の被災可能性
・全国の国宝（建造物）の約半分に相当する
113件、重要文化財（建造物）の約１/４に相
当する580件が、震度６強以上の揺れ又は
一般の建物の焼失があるメッシュに所在

（冬の昼12時 風速15m/s のケース）

震度6強以上の場所又は一般の 建物の焼失がある場所

に含まれる重要文化財（建造物）

１１３５８０合計（重複除く）

４７８上町断層帯

１０８０京都西山断層帯

３６１３５奈良盆地東縁断層帯

１１８猿投-高浜断層帯

５５２２２生駒断層帯

５１２５５花折断層帯

うち国宝

（平成20年2月1日現在）

・・ 想定震度分布及び火災延焼分布と文化遺産の位置想定震度分布及び火災延焼分布と文化遺産の位置 ～～花折断層帯の地震花折断層帯の地震～～

（冬の昼12時 風速15m/s のケース）

２．孤立集落の発生２．孤立集落の発生
・土砂災害等による道路損傷等により、
中山間地域の農業集落が孤立する可能性

中央構造線断層帯
の地震

・大阪府
31集落 約6,200戸

・和歌山県
14集落 約600戸

・奈良県
2集落 約70戸

上町断層帯の地震

・大阪府
10集落 約2,200戸

山崎断層帯主部の地震

・兵庫県
21集落 約1,100戸

生駒断層帯の地震

・奈良県
12集落 約1,100戸

・大阪府
7集落 約700戸

・京都府
3集落 約200戸

布引山地東縁断層帯
東部の地震

・三重県 31集落 約1,300戸

３．石油コンビナート地区被害３．石油コンビナート地区被害
・被害拡大を抑止する対策が実施されており、基本的には人命に影響を与え
るような被害拡大は生じないものと判断されるが、想定し得ない様々な事態
が生じる可能性もある

漏洩：約30施設 破損等：約300施設

・四日市臨海地区

養老－桑名－四日市断層帯の地震

漏洩：約40施設 破損等：約500施設
・衣浦地区、名古屋港臨海地区

猿投－高浜断層帯の地震

漏洩：約50施設 破損等：約700施設

・東播磨地区、姫路臨海地区

山崎断層帯主部の地震

漏洩：約20施設 破損等：約300施設

・大阪北港地区、堺泉北臨海地区

上町断層帯の地震

※関係府県より提供された特定事業所における危険物製造所等調査データから、阪神・淡路大震災
時の被害実態を踏まえた手法を用いて内閣府が算出。 ４

平等院

震度７
震度６強
震度６弱
震度５強
震度５弱
震度４以下

震度７
震度６強
震度６弱
震度５強
震度５弱
震度４以下

★国宝：震度６強以上メッシュ内
☆国宝：震度６強以上メッシュ外
●重要文化財：震度６強以上メッシュ内
○重要文化財：震度６強以上メッシュ外
□世界遺産：震度６強以上メッシュ内

天龍寺 天龍寺

宇治上神社

醍醐寺

賀茂御祖神社
（下鴨神社）

賀茂別雷神社
（上賀茂神社）

龍安寺

仁和寺

二条城
本願寺

教王護国寺
（東寺）

慈照寺（銀閣寺）

清水寺

★国宝：一般の建物の焼失があるメッシュ内
☆国宝：一般の建物の焼失があるメッシュ外
●重要文化財：一般の建物の焼失があるメッシュ内
○重要文化財：一般の建物の焼失があるメッシュ外
□世界遺産：一般の建物の焼失があるメッシュ内

賀茂御祖神社
（下鴨神社）

慈照寺（銀閣寺）
二条城

教王護国寺
（東寺） 清水寺



約 11,000

約 6,900

約 11,000

約 7,500

約 5,900

約 4,100

約 4,200

約 11,000

約 2,800

約 3,700

約 19,000

約 13,000

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

①猿投－高浜断層帯

②名古屋市直下M6.9

③加木屋断層帯

④養老-桑名-四日市断層帯

⑤布引山地東縁断層帯東部

⑥花折断層帯

⑦奈良盆地東縁断層帯

⑧京都西山断層帯

⑨生駒断層帯

⑩上町断層帯

⑪阪神地域直下M6.9

⑫中央構造線断層帯

⑬山崎断層帯主部

揺れ

急傾斜地

火災

その他

(死者数：人)

約 42,000

２．死者数２．死者数（冬朝５時（冬朝５時 風速風速15m/s15m/s））１．全壊１．全壊・焼失・焼失棟数棟数（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

３．震災廃棄物重量３．震災廃棄物重量（冬昼（冬昼1212時時 風速風速15m/s15m/s））

各地震による被害想定結果（想定13地震別）

（参考）検討対象とした活断層等（参考）検討対象とした活断層等

５

：確認されている活断層(11地震)

：どこでも起こりうる地震として設定したM6.9の2地震

①猿投-高浜断層帯（M7.6）

Km

③加木屋断層帯（M7.4）

⑤布引山山地東縁
断層帯東部（M7.6）

⑥花折断層帯
（M7.4）

⑧京都西山断層帯
（M7.5）

⑬山崎断層帯主部
（M8.0）

⑩上町断層帯
（M7.6）

⑦奈良盆地東縁
断層帯（M7.4）

⑫中央構造線断層帯（M7.8）
（紀淡海峡-鳴戸海峡）

⑪阪神地域直下
M6.9の地震

②名古屋市直下
M6.9の地震

④養老－桑名－四日市断層帯
（M7.7）

⑨生駒断層帯
（M7.5）

約 2,200

約 2,600

約 2,300

約 1,800

約 1,800

約 1,700

約 900

約 5,700

約 3,800

約 3,800

約 3,600

約 3,600

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

①猿投－高浜断層帯

②名古屋市直下M6.9

③加木屋断層帯

④養老-桑名-四日市断層帯

⑤布引山地東縁断層帯東部

⑥花折断層帯

⑦奈良盆地東縁断層帯

⑧京都西山断層帯

⑨生駒断層帯

⑩上町断層帯

⑪阪神地域直下M6.9

⑫中央構造線断層帯

⑬山崎断層帯主部

木造躯体残骸物

非木造躯体残骸物

焼失残骸物

(瓦礫重量：万トン)

約12,000約12,000

約 180,000

約 300,000

約 280,000

約 290,000

約 190,000

約 560,000

約 380,000

約 400,000

約 140,000

約 83,000

約 120,000

約 140,000

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 1,200,000

①猿投－高浜断層帯

②名古屋市直下M6.9

③加木屋断層帯

④養老-桑名-四日市断層帯

⑤布引山地東縁断層帯東部

⑥花折断層帯

⑦奈良盆地東縁断層帯

⑧京都西山断層帯

⑨生駒断層帯

⑩上町断層帯

⑪阪神地域直下M6.9

⑫中央構造線断層帯

⑬山崎断層帯主部

揺れ

液状化

急傾斜地

火災

(全壊棟数：棟)

約 970,000

（全壊・焼失棟数：棟）



中部圏・近畿圏の内陸地震に関する対策の提言

４．相互連携による災害対応力の強化

国土の大動脈の寸断と生産拠点の被災

地震防災に関する調査研究の推進と成果の防災対策への活用 対策の効果的推進

防災情報の的確な共有が不可欠

○リスクや防災体制等の見える化

○情報収集・共有化・伝達体制の整備

各主体による防災努力の重要性

○防災力評価指標・手法の開発

○防災力評価実施体制の整備

理学、工学、社会科学分野での調査研究

活断層に関する情報等のデータベース化

地震活動の観測・監視体制の整備・維持

知見・成果の体系的整理と共有化

地震防災戦略、応急対策活動要領の策定

対策の推進状況の定期的なフォローアップ

実践的な防災訓練の実施と対策への反映

自助・共助の促進

膨大な物的・人的被害の発生
死者数の約8割は建物倒壊、約1～2割は火災が原因

予防対策

○建築物の耐震化
補助制度、税制優遇措置等の活用

耐震改修促進法に基づく指導・助言・指示

○火災対策
建築物の不燃化、密集市街地の面的整備

初期消防力の充実・強化

○ライフライン・インフラ確保対策
施設の耐震化・多重化・分散化

交通インフラの耐震化、代替性の向上

○公的機関等の業務継続性の確保
業務継続計画の策定

施設・設備の耐震化とバックアップ体制の強化

２．中部圏・近畿圏における
特徴的な被害事象への対応

特徴的な被害の発生要因
大阪府は特に木造住宅密集市街地の集積が高い場所が多い

京都や奈良を中心に、文化遺産の数が極めて多い

地下街、高層ビル、ターミナル駅等における膨大な滞留人口

広大なゼロメートル地帯

大阪湾、伊勢湾に集積する大規模な石油コンビナート地域

中山間地域等の孤立危険性の高い集落が多数分布

○木造住宅密集市街地の防災対策の推進
市街地の再開発、土地区画整理事業等の面的整備

避難地、延焼遮断帯の整備

○京都、奈良を中心とする文化遺産の被害軽減
所有者、管理者による建造物の倒壊防止、美術品等の転倒・転落防止

周辺地域の不燃化、消防体制の強化

○地下街、高層ビル、ターミナル駅等の安全確保
出火防止対策、エレベータの安全対策

管理主体間の連携による避難誘導体制の整備

○ゼロメートル地帯の安全確保
海岸や河川の堤防等の耐震化

水防体制、避難誘導体制の強化

○石油コンビナート地域及び周辺の安全確保
石油コンビナート等災害防止法に基づく対策

揺れや液状化による被害軽減対策

○孤立危険性の高い集落への対応
通信及び交通アクセスの確保対策

備蓄、物資供給体制等の整備

○東西間交通の確保

○事業継続性の確保

甚大かつ広域にわたる被害の発生

○広域連携体制の確立

○行政・企業・住民間の連携

応急対策

○救助・救命体制の充実

○消防力の充実・強化

○緊急輸送・搬送対策

復旧・復興対策

○震災廃棄物処理対策

○ライフライン・インフラ復旧対策

避難者、帰宅困難者等への対応

１．膨大な被害への対応

６

３．全国・海外への被害波及の軽減

５．防災情報の見える化

６．地域防災力等の評価と公表


